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１ はじめに 

 本学は、ディプロマ・ポリシーに基づく教育活動を加速させるために、Ⅰ．教育改革に向けた意識

改革、Ⅱ．多面的評価指標を外部と共同開発、Ⅲ．学生の成長を地域と社会と協働して検証する、と

いう３つの柱を立てて、ＡＰ事業を進めてきた。本発表では、その取組と成果について報告する。最

後に、まとめに代えて、展望を述べていきたい。 

【取組】 

 Ⅰ．教育改革に向けた意識改革では、教育改革に関する意識の共有化を目指して、次の３つの取組

を行ってきた。①ＦＤ・ＳＤウィークの実施では、教職協働の視点から、教員だけでなく職員も参加

する授業参観を実施した。高知大学の教育の領域である授業を通して、学生の学びの実態把握を行っ

た。②成績評価の厳正化では、全学的な取り組みとして、「成績に関わる申し合わせ」を作成し、実

施している。また、本学で運用するe-ポートフォリオにおいて、授業科目ごとに、成績評価の分布を公

表している（10人以下の授業を除く）。③外部講師によるファシリテーション力向上のＦＤを実施し、

アクティブ・ラーニング型授業における教員のファシリテーション力向上を図った。 

 Ⅱ．多面的評価指標を外部と共同開発では、学修成果の可視化に向けて、全学横断の具体的能力指

標を作成した。具体的には、「10+１の能力」に基づいたディプロマ・ポリシー（ＤＰ）の見直し、10+1

の能力指標（ルーブリック）の作成を行った。指標の作成において、地域・企業及び高等学校関係者

が参画する協議会を開催し、地域・社会からのニーズを反映させた。作成したアセスメントを用いて

学生による自己評価を実施し、その結果をe-ポートフォリオに蓄積し、教員と学生が共有できるように

整備した。それらの取組によって、本学の「学修成果の可視化」の基盤を構築できた。 

Ⅲ．学生の成長を地域と社会と協働して検証するでは、本学の卒業生が「社会で活躍できているか」

について、検証を行った。具体的な取り組みとしては、卒業生調査を実施した。卒業生調査は、イン

タビュー調査と質問紙調査の二段階で行い、卒業生による自己評価と就職先の上司による他者評価の

２つの評価方法から分析検証を行った。その中で、本学の規定した「10+1の能力指標」が、社会のニ

ーズに適合した指標であるかどうかについても検証した。 

【成果】 

 上記の取組により、本学の「教育の質保証」を再生加速させる、３つの成果を得ることができた。 

１．学部・コースを超えた全学的な取組の定着 

２．卒業後も視野に入れた現代社会のニーズにあった能力指標の開発 

３．アセスメント・スケジュールに代表される教育の質保証に関する全学的な体制の整備 

【展望】 

 本事業の取組を振り返ると、「２０４０年に向けた高等教育のグランドデザイン」で求められる「卒

業後の成長をも意識した質の向上を図る必要性」の難しさが見えてくる。卒業生調査での回収率の確

保、在学時とのものさしのチューニング、卒業生の自己評価の信頼性の担保などが、主要な課題とし

て挙げられる。また、可視化されたアセスメントの成果をどのように教学マネジメントに組み込んで

いくかという点も、課題として挙げられる。まずは、AP事業で確立したアセスメントにより浮かび上

がる経年的な変化を、広く学生・教職員へフィードバックしていくことが重要と考える。 
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１ 本学の課題と取組の目的 

大阪市立大学では、「OCU指標を用いた多様な学修成果の総合化とその活用スキーム構築による卒

業時の学修成果の質保証と向上」に取り組んできた。８学部を擁する総合大学である本学では、相対

的に学部間の独立性が高く各学位プログラムでの取組が個別の属性を持ち多様なため、本学が全学的

に掲げている教育目標や学士課程全体を通した学修成果に対して、各科目がそれぞれどの程度対応づ

いており自分がどの程度学修できているかが科目を履修した学生にわかりにくく、様々に行われてい

る教育上の取組を全学的に把握しにくいというカリキュラム上の課題があった。また、既存の調査結

果（2014年度実施）からも、学生の学修姿勢に幅があることが明らかになっており、自律的能動的学

修者の育成を一層推進していく必要もある。それらの解決に向け、多様な学生すべてに共通の学修成

果と、各学位プログラム特有の学修成果の両方についての質的・量的な直接評価を統合する指標の開

発を行い（「OCU指標」開発）、自律的能動的学修支援とそれを促す教育支援を併せて活用すること

で、全学的な学修成果の把握および学修成果の向上と入学から卒業時までの質保証に取り組んできた。 
 

２ 取組概要 

本事業の実施体制として、学長のリーダーシップのもと、ステアリング委員会、AP事業プロジェク

ト推進委員会と4つのチーム（OCU指標チーム、学修推進チーム、教学IRチーム、全学FD・SDチーム）

からなる、全学的な教育改革とが連動できる学内体制を構築し、以下の取組を推進してきた。①本学

経済学部で活用実績のあったPE（Practical Economist）指標をもとに、全学DPに基づいた「OCU指

標」を考案・開発し、②2018年度に経済学部で先行導入、2019年度には全学部（除、医学部医学科）

で導入し、学位プログラム毎のカリキュラム点検にも利用し始める等、内部質保証に活用している。

また、③学生の自律的能動的学修の促進支援および能動的学修促進型の教育支援を目的とした「学修

支援推進室（OCUラーニングセンター）」を開設し、SA/TA/PD/教員/職員等の異なる立場のスタッフ

が、既存の学内支援組織とも連携･協働しつつ、学生の特性やニーズに基づいた、学生の主体性を伸ば

し学修成果の質向上を促す様々な取組を実施している（学修相談(一般学修・英語・数学)、自主学修教

材「学びのTips」の開発、学修・教育支援の各種イベント等）。学修支援推進室では、活動のプロセ

ス自体が、活動に関わるすべてのスタッフ自身の学びと成長をも促すことを目指して構築している。

さらに④学修・教育状況の点検評価のための学生調査および教員調査の量的･質的調査を多様に実施し、

教育や本事業の改善に役立ててきた。⑤以上のOCU指標開発とその総合活用スキーム全体の取組や課

題と成果を学外で情報共有し議論する場として、組織的で多様なFD･SD企画も実施している。 
 
３ 成果 

多様性と最低要件両方を可視化できるOCU指標の開発とその活用スキームの構築を、上記2.のよう

に計画通り進めた。とくに、1) 学びの見える化・説明ツールでもあるOCU指標を用いた学修相談体制

の全学的導入、2)学修支援推進室をハブとした自律的能動的学修者の育成推進、3)学生の自律的能動的

学修活動を支援する様々な取組みや教材開発、4)OCU指標と多様な間接評価指標を活用して教育の点

検・評価・改善を行う内部質保証システム構築等、全体を通じて、学生の学修成果と教育の質向上ス

キームを構築・改善でき、在学中と卒業時の学修成果の質保証に向けた取組を行なうことができた。 
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